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日本赤十字豊田看護大学に対する大学評価（認証評価）結果

Ⅰ 評価結果

評価の結果、貴大学は本協会の大学基準に適合していると認定する。

認定の期間は2018（平成30）年３月31日までとする。

Ⅱ 総 評

一 理念・目的・教育目標の達成への全学的な姿勢

貴大学は 1941（昭和 16）年に発足した日本赤十字社愛知県支部病院救護看護婦養成

所を前身とした日本赤十字愛知短期大学を実質的に吸収する形で、2004（平成 16）年

に学校法人日本赤十字学園の中部ブロックの拠点校となる４年制看護大学として、愛

知県豊田市に開設された。また、2010（平成 22）年度には大学院看護学研究科看護学

専攻（修士課程）を開設している。

建学の精神は「人道」の原則を中心とした赤十字の基本原則に基づいており、赤十

字の理念に基づく全人的、科学的な看護を実践するための主体的な行動力、感性を兼

ね備えた人間性と社会性豊かな人間形成、さらには国内外の保健・医療・福祉・救護

の場で個人を尊重した看護活動ができ、将来、看護の教育・研究の発展に資する看護

専門職の養成を目指すことを教育理念として掲げている。教育理念の具現化のために

５つの教育目的と８つの卒業時到達目標が設定され、『学生便覧』やホームページをと

おして学生や一般社会への周知が図られている。また、『大学案内』や『募集要項』に

は学園の理念である｢人道｣をキャッチコピーにした教育目的・目標を一般向けの言葉

におきかえて掲載しているほか、新規採用の教職員に対しても、入職時に建学の精神

や教育目的、目標を周知する機会を設けている。

貴大学は e-Learning を駆使した学習支援システムの開発・導入や大学院の開設を含

む大学の体制強化など、開学から短期間で教育・研究や管理運営に係る組織を整備し

ており、おおむね適切な運営がなされている。また、災害時に必要な非常食や日用品

などの救援物資を備蓄庫に保管し、地域の防災訓練に積極的に協力するなど、赤十字

の理念に基づいた取り組みは評価できる。

今後はさらなる発展のため、恒常的に検証する自己点検・評価のシステムを確立し、

評価結果を有効に機能させる体制を整備することを期待する。

二 自己点検・評価の体制

2004（平成 16）年度に「自己点検・評価委員会規程」を策定し、評価体制は整えら
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れてはいるものの、2008（平成 20）年度までに「自己点検・評価委員会」は開催され

ていない。また、自己点検・評価の一環として、2008（平成 20）年度より学生と教員

に対して、学生生活、入試、施設設備・情報システム、倫理、図書、広報、事務局、

カリキュラム編成・運用などに関するアンケートが行われている。調査項目はおおむ

ね妥当であるが、分析・評価方法が十分でない。

今後はアンケートの分析を含めた自己点検・評価活動を充実させ、評価結果を有効

に機能させるための体制整備が望まれる。

三 長所の伸張と問題点の改善に向けての取り組み

１ 教育研究組織

2004（平成 16）年に開設された看護学部看護学科の１学部１学科から構成される看

護の単科大学であり、赤十字の理念とする「人道」のもと大学の理念・目的を実現す

るための組織が構成されている。

2010（平成 22）年度より、看護学における研究能力や高度な専門性を必要とする看

護職者としての高い能力を培うことを目的として大学院看護研究科（修士課程）を開

設し、名古屋市にサテライトキャンパスを設置するなど組織を強化している。今後は

開学時より学内に設置しているヘルスプロモーションセンターの充実を含め教育研究

機関としての組織整備を進めていくことが期待される。

２ 教育内容・方法

（１） 教育課程等

カリキュラムは看護学の主要概念である「人間」「環境」「健康」「看護」に「赤十字」

を加えた５つの柱立てにより教育課程が編成されており、特に専門科目の「赤十字看

護学」に配されている「災害・救急看護学」は赤十字の看護師として災害時に看護が

果たす役割を中心とした講義であり、貴大学の看護師養成教育の特色としてあげるこ

とができる。また外国語科目に英語のほか、スペイン語、中国語などを開講している

ことは、自動車産業に従事する外国人の居住が多いという地域の特性を考慮している。

「教養科目」「専門基礎科目」「専門科目」は有機的に連携して学修できるよう、年

次ごとに適切な科目配置がされており、人間形成の土台ならびに、学問全般の基盤と

なる教養科目の配置をしている。しかし、学士課程に必要な導入教育に対応する科目

としてあげられている｢生命倫理｣｢教養ゼミナール｣のうち、「生命倫理」の科目名と高

等教育へ円滑に移行するための導入教育の目的、内容に齟齬がある。また、導入教育

としての第２セメスターに配置されている｢教養ゼミナール｣は、第１セメスターに科

目配置をすることが望ましく、検討が必要である。
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（２） 教育方法等

「学生便覧」およびシラバスにより、各学年の学期開始時のガイダンスならびに

チューター制度を導入した組織的な履修指導が行われている。シラバスは一定様式で

記載されているが、成績評価基準にあいまいな記載が見られるので改善が望まれる。

看護専門職の育成という大学の設立目的に従って、養成所指定規則に準じたカリ

キュラム構成をしているために必修科目が多くなる中、語学力を高めるための少人数

クラスによる授業、地域で暮らす外国人との交流、教育効果を上げるための工夫が見

られる。特に、e-Learning の「看護過程学習支援システム（CASYSNUPL）」の開発・導

入は、臨床現場に即した看護教育の自学自習を促し、教育効果を上げる学習支援シス

テムとして評価できる。

学生による授業評価は 2008（平成 20）年度から組織的に行っており、2009（平成

21）年度からは評価結果を学生と教員に公表し、学生の授業評価をもとに教員の自己

評価を実施していることは評価できる。

ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動については、「ＦＤ活動委員会」が

組織され、日本赤十字社が実施する各種研修への派遣、外国人教員招聘などの取り組

みが見られるが、学内でのＦＤ活動についても今後検討されたい。

すべての実習科目において、学生６名に対して指導者１名配置することを原則とし

て対応していることは評価できる。

（３） 教育研究交流

ハワイ大学との教育相互交流協定を締結し、2007（平成 19）年度には地域看護学実

習の一環として国際看護実習を行った実績がある。「国際救援と英語」の科目設定や

中国語、スペイン語、フランス語など多彩な外国語科目の選択を可能にしていること、

国際保健医療支援実習を取り込むなど、看護の国際化を視野に入れたカリキュラムの

設定がなされている。このことは「赤十字の理念に基づく全人的、科学的な看護を実

践するための主体的な行動力、感性を兼ね備えた人間性と社会性豊かな人間形成、さ

らには国内外の保健・医療・福祉・救護の場で個人を尊重した看護活動ができる基盤

能力を有し、将来、看護の教育・研究の発展に資することができる看護専門職の養成

を目的とするものである。」という教育理念に合致し、国際化への対応と国際交流の

推進に向けた取り組みとして評価できる。しかしながら、近年の国際交流は、大学開

学時から見ると学生の語学研修や海外研修生の受け入れ、派遣とも活発でないので、

原因の究明と対策の検討が今後の課題である。

３ 学生の受け入れ

『大学案内』『学生募集要項』および大学のホームページに建学の精神とともにアド
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ミッションポリシーが掲載されており、受験生への周知体制は整っている。

定員管理については、過去５年間の入学定員に対する入学者数比率、収容定員に対

する在籍学生数比率および編入学定員に対する編入学生数比率とも、おおむね適切に

推移している。

入学者選抜とその結果の公正性、妥当性については、在学時の成績や国家試験合否

結果と照合しており、入学者選抜はおおむね適切に行われている。しかし、入試に係

る会議や委員会の位置づけが不明確な部分があることから、規程および組織図の見直

しを検討されたい。

また、推薦入試や社会人特別選抜で行われている面接・作文の配点が受験生に示さ

れていないことから、入学試験結果の開示の方法や情報公開についてのさらなる検討

が必要である。

４ 学生生活

学生に対する経済支援については、日本学生支援機構による奨学金に加えて、日本

赤十字社関係の多彩な奨学金制度があり、2009（平成 21）年度には全学生の 81％が奨

学金の給付を受けており、学生の経済状態を安定させる配慮がなされている。

学生に対する相談体制については、各種健康相談や保健室の運営により、健康的な

学生生活が送れるような体制が整備されている。学生相談室は、メンタルヘルスと母

性相談が行われ、それぞれ相談日を設けているほか、メールでの相談も受け付けてい

る。学生に対する相談活動は就職関連を含めおおむね組織立った体制がとられている。

教員が担当学生の相談を受けるチューター制度は、学年進行に応じたきめ細かな取り

組みと評価したいが、チューターが不在の場合が多く、面談の方法など検討する必要

がある。

また、ハラスメントについては、『学生便覧』に「学内における倫理（ハラスメント）」

の記載があるが、相談体制や学生への周知方法など十分とはいえないため、改善に向

けた検討が必要である。

５ 研究環境

個人研究費は職位に応じて、研究旅費は一律に支給されており、教員研究室も講師

以上には個室が提供されている。また、紀要の発行、倫理委員会の設置など、教員の

研究活動のための研究環境はおおむね整備されている。しかし、研究時間については、

専門科目の講義や年間をとおしての看護実習など十分な研究時間の確保は難しい現状

であり、改善に向けた検討が望まれる。

科学研究費補助金の申請・採択については、実績を上げていると判断できるが、提

出された資料によると、2004（平成 16）年から 2008（平成 20）年までの５年間の学
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術論文と学会発表に限定した場合、研究活動が活発とはいえないため、さらなる努力

が必要である。

６ 社会貢献

備蓄庫が設けられた体育館や酸素供給が可能な実習室など、大学の施設そのものが

災害時の救護拠点としての設備を備えた設計となっており、「災害・救急看護学」の演

習を地域の防災訓練と連携して行うユニークな試みとともにこうした大学の在り方は

大学が社会に果たす役割の１つとして評価できる。開学時より学内に「ヘルスプロモー

ションセンター」を併設し、授業に支障のない限り広く市民に開放している。現在は

月１回の「父と子の日」の開催、年１回行われる日本赤十字社愛知県支部による「救

急法講習会」「家庭看護法講習会」「幼児安全法講習会」が主な定期開催事業となって

いる。また、スキルアップを目指す専門職を対象とした各種講座や市民講座を随時開

講し、大学の持つ有形無形の資源を地域に提供している。しかし、ＷＨＯ（世界保健

機構）の推進するヘルスプロモーションの概念に基づき「健康日本 21」の三河地区に

おけるシンクタンクの役割を持って開設された「ヘルスプロモーションセンター」が、

活動内容から判断すると、十分に機能しているとはいいがたい。今後は、地域ニーズ

を踏まえたヘルスプロモーション活動や情報発信の拠点としての運営に期待する。

なお、開学以来、貴大学の教員は愛知県や豊田市周辺の委員会・審議会などに参画

し、健康関連の政策形成等に貢献している。

７ 教員組織

専任教員数は大学設置基準の必要専任教員数を上回り、専任教員 1 人あたりの学生

数は収容定員 500 名に対し 29 名の専任教員に加え、13 名の助手が配置されており、

おおむね適切である。専任教員の年齢構成は 41～50 歳と 61 歳以上が若干多く、バラ

ンスが良いとはいえないが、教員人事は任期制であるため年度更新に従って改善が期

待できる。

教育課程に係る会議は「教授会」「教務委員会」「実習調整委員会」「カリキュラム委

員会」「看護教授連絡会議」「看護教員会議」の６つが組織されおり、専任教員間の連

絡の徹底、実習担当責任者と教務補佐員との情報交換も十分に図られていると判断で

きる。しかし、専任教員の数に比して組織されている会議が多いため、構成員として

多くの会議に出席する教員には負担が大きい。

教員の募集、昇格の規程は適切に整備されている。実習などの人的支援の体制は整

備されているが、臨時雇用の教務補佐員を確保することが困難であり、指導体制の不

安材料である。少人数教育の維持に向けて一層の努力が求められる。

2008（平成 20）年度から学校法人日本赤十字学園ではすべての大学で、教員の教育、
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研究、学内貢献評価を行い、点数化して教員の教育・研究活動を評価している。

８ 事務組織

事務局は大学の運営、教育・研究が円滑に進むよう事務業務が分掌されており、教

員組織と連携を持ちながら教育・研究を支える組織としておおむね適切に整備されて

いる。

教授会に事務局長が構成員として参加し、教学組織の各種委員会には事務職員が出

席していることから、事務組織と教学組織間の企画・立案、意思決定への関与ならび

にその意思決定事項の伝達など、連携協力関係が円滑になされていると判断できる。

国際交流などに関しても国際看護実習に向けた連絡調整や外国人講師の招聘など事務

組織として必要な関与がなされている。

また、日本赤十字社および学校法人日本赤十字学園が主催する研修への参加を含め、

事務職員の研修の機会を確保している。経費削減、研究費獲得等の増収対策に努め、

教職員に予算決算の収支報告を四半期ごとに行うことで経営意識の醸成を図っている。

９ 施設・設備

校地および校舎面積は大学設置基準を満たしており、施設の室数、収容人数も十分

で、教育用の情報処理機器の配備と管理も適切である。

キャンパスは既存の地形を生かした造成がされており、周辺地域と調和した設計が

なされている。また、燃料電池システムを取り入れており、大学全体にエネルギー消

費や二酸化炭素の排出抑制に取り組む姿勢が認められ、省エネルギーと環境に配慮し

た施設設備は評価できる。障がい者用の駐車スペースや車椅子トイレの設置など、バ

リアフリー化を含むキャンパス・アメニティを考慮した取り組みも適切である。施設・

設備の維持管理は、担当部局の管理の下で専門業者に委託し、責任体制を明確にして

おり、防火対策は、消防関係者の指導を受けて組織的に取り組んでおり、24 時間体制

の有人警備、衛生・安全の確保の対応は適切である。

１０ 図書・電子媒体等

図書館・電子媒体等は、「教育と研究を支援するため、より幅広い文献の収集を進め

る」という目標に則して整備され、他の図書館等とのネットワークも整備され迅速な

情報提供がなされている。蔵書は 2009（平成 21）年３月現在、和書 37,658 冊、洋書

1,738 冊と多いとはいいがたいが、毎年 1,700 冊以上の増加が見込まれている。しか

し、電子ジャーナルを導入していないので、早急に整備することが望ましい。

収容定員に対する閲覧座席数は適切である。図書館は長期休業中も９時から 17 時ま

で開館されており利用者のための利便性はおおむね確保されている。また学生の要望
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に沿い、2010（平成 22）年度からは図書館の閉館時間を 22 時にするなどサービス向

上に努めている。

なお、図書館の地域開放については、一般への開放を行っており、2004（平成 16）

年度から 2008（平成 20）年度まで学生や医療従事者を中心として年間平均 165 名の利

用がある。一般利用者に対する図書の貸し出し規制に関しては「図書館学外者利用細

則」と照合し適切な運用を図ることが望ましい。

１１ 管理運営

管理運営に係る事項は「運営協議会」と「経営会議」、また、教育・研究に係る事項

は「教授会」が行い、経営に関する重要事項の最終決定を行う「運営協議会」は、外

部有識者を加え、透明性を確保している。

学長、学部長、事務局長、図書館長他により構成され毎月開かれる「経営会議」は、

予算作成、重要規程、職員人事の制定や教授会に付す重要審議事項を決定している。

また、予算・決算、事業計画などの重要事項については学園理事会で決定されている

が、学長は予算の執行、事業運営の権限を理事会から委譲されており、連絡・調整も

十分に行われていることから、大学組織と学園理事会との連携関係は円滑であると判

断できる。

１２ 財務

大学の財務状況については、完成年度を迎えた 2007（平成 19）年度からは帰属収支

差額比率がプラスで推移し、2008（平成 20）年度からは消費収支においても収入超過

となっている。「保健系学部を設置する私立大学」の平均との比較では、減価償却額が

大きいことで教育研究経費比率が高くなっているが、その他の主要な比率はおおむね

良好な状態であるといえる。また、開学初年度より減価償却額に見合う資金の留保を

行っている点や、2009（平成 21）年度には５ヵ年の財務計画を策定している点から、

学校運営、財政運営が永続的・安定的な観点で行われており評価できる。

予算編成において、事業計画を新規・継続・スクラップ事業に区分する取り組みや、

執行状況および会計基準等の説明会を行うことで、教員・職員に対する経営意識の醸

成に努めるなどの工夫が見受けられる。このような取り組みを継続して実施すること

で、外部資金の獲得やコスト節減等につながることを期待したい。

なお、監事および監査法人の監査は適切かつ客観的に行われており、監事による監

査報告書では、学校法人の財産および業務に関する監査の状況が適切に示されている。

今後に向けて付け加えるならば、財産に関する不正の行為がないことに対する明言や、

「当該年度末の収支」という表現などについて、検討を加えることが望まれる。
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１３ 情報公開・説明責任

大学が開設されて間もないこともあって、自己点検・評価の結果を公表するには至っ

ていないが、ホームページを立ち上げて、必要な情報を適宜開示するとともに、学内

報『いとすぎの丘』を発行しており、情報の公開ならびに説明責任はおおむね適切で

ある。また、情報の開示請求に関しては、個人情報保護に配慮した上で「日本赤十字

豊田看護大学における情報公開事務手続き」に基づき、公開を原則としている。今回

の認証評価の受審を機に、自己点検・評価報告書や授業評価アンケートなど、教育・

研究機関としての幅広い情報公開がなされることを期待する。

財務情報については、大学のホームページに、大学単体の資金収支計算書、消費収

支計算書、貸借対照表などを掲載し、学校法人のホームページでは財務三表を掲載す

るとともに、グラフを用いて財務の概要を解説しているほか、事業報告も公開してい

る。

しかしながら、学校法人のホームページでは、内部取引を含む計算書類が掲載され

ているので、その説明が必要であろう。加えて、2009（平成 21）年度から学生、父母、

教職員および一般に配布している学内報『いとすぎの丘』には、消費収支計算書のみ

が掲載されているので、貴大学に対する的確な理解を得るには、ホームページ同様、

財務関係書類に解説を付して公開することが望まれる。

Ⅲ 大学に対する提言

総評に提示した事項に関連して、特筆すべき点や特に改善を要する点を以下に列挙する。

一 長所として特記すべき事項

１ 教育内容・方法

（１） 教育方法等

１) e-Learning の「看護過程学習支援システム（CASYSNUPL）」の開発・導入は、自

学自習を促し、看護過程演習の理解度・アセスメント能力の向上など、高い教

育効果を上げており、高く評価できる。

二 助 言

１ 教育内容・方法

（１）教育方法等

１）シラバスは一定様式で記載されているが、成績評価基準にあいまいな記載が見

られるので改善が望まれる。

２ 点検・評価

１) 「自己点検・評価委員会」が設置されているものの、恒常的な点検・評価の体
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制が十分とはいえないため、評価結果を有効に機能させる体制整備が望まれる。

以 上


